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別紙１－１  「略」
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別紙　１－１－２～別紙１－３　　「略」

第２号様式～第10号様式　　「略」
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第12号様式　「略」
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別紙13-1号様式～第13-2号様式　「略」
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第14号様式～第18号様式　　「略」
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別紙１－１  「略」
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別紙　１－１－２～別紙１－３　　「略」

第２号様式～第10号様式　　「略」
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第12号様式　「略」
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別紙13-1号様式～第13-2号様式　「略」

　「追加」



















第14号様式～第18号様式　　「略」
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別紙１－１－１

第２　事業実施主体別事業計画

　１．事業の概要　　「略」

　２．個別指標

現状値

指標

導入年度

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

目標年度

（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）

現状値

生産量（m3）

生産性（m3/人日）

　４．販売計画 (単位：ｍ3）

協定の

有　無

（注）１～２　「略」

　　　４　「略」

　５．データ活用計画（目標が「データ活用推進」に限り記入してください。）

 

素材生産の実績 素材生産の計画

計

　　　２～４　　「略」

　３．事業計画　　「略」

計　　　画

導入年度 初年度 目標年度

（　年度） （　年度） （　年度） （　年度）

計

内　　容

 

取得するデータの内容

 

例：直径、長さ、本数、樹種

 

データ活用方法

 

例：日々の生産計画量と取得データの材積をグラフ化して進捗管理を実施するとともに、操作端末を確認しながらその日の計

 

画量に対する進捗確認を現場で実施。併せて、原木市場等において確定した材積と比較・検証する。

 

事業実施主体

目標 備考

（　年度）（　年度）（　年度） 3カ年平均

（注）１　「目標」欄は、県要綱の

 

別表第３の事業区分１の場合は「安定供給体制の整備推進」、２の場合は「林業経営体の育成」、５の場合は

 

　　　　「データ活用推進」

 

を記入してください。

　　　５　素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上又は目標値の伸び率以上となるように計画しその伸び率又は増加

　　　　量等を備考欄へ記載してください。なお、目標が「データ活用推進」の場合は別に定める目標値等に対する計画とすること。

 

販　売　先

実績（直近）

備　考

　　　３　原木安定供給協定を締結している場合は、協定書（写）を添えてください。なお、協定を新たに締結し供給する計画がある場合は、備

 

　　　　考欄に、「協定計画中」と記載すること。
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第11号様式

　(1) -1～(1) -2　「略」

(2)　収支実績 （単位：円）

収　　　入

支　　　出

収　支　差

収入のう

ち公的資

金等

　(3) 「略」

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

報告年度

運　　用

開始年度

1年目

（平成○年度）

2年目

（平成○年度）

3年目

（平成○年度）

4年目

（平成○年度）

目標年度

（平成○年度）

（注）１　県要綱の別表第１の事業区分のうち２の事業は記入の必要はありません。

 

メニュー 事業実施主体

工種又は

施設区分

設置年度 項目 目　標　値 備　考

高性能林業

機械の導入
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第13号様式

第　　　　　　号　

年　   月 　  日　

　高知県○○林業（振興）事務所長　様

補助事業者名                　

※県要綱別表第１の事業区分のうち３（再造林を行う場合）については別記１３-１

　県要綱別表第１の事業区分のうち４については別記１３-２

　県要綱別表第１の事業区分のうち５については別記１３-３

　及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る利用効果調査報告書

　高知県高性能林業機械等整備事業費補助金事務取扱要領第７の３の規定により、別紙の

とおり報告します。
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第13-3号様式

　(1) -1　実績及び達成率

現状値 目標値

（　　年度）（　　年度）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

実績

達成率

（％）

(1)-2　前年度（　　　　　年度）実績の出荷先別材積の内訳(導入機械の台数にかかわらず上記（1）-1の内訳を記入してください）

材　積 材　積 材　積 材　積 材　積

(m3) (m3) (m3) (m3) (m3) (m3)

有

無

計

(1)-3　データの活用方法・活用効果及び課題

　(2) 計画を下回った場合の理由及び改善策

高知県高性能林業機械等整備事業（データ活用型造材機械等の導入）達成状況調査報告書



工種又は

施設区分



（注）各報告年度において、目標(又は目標達成のための伸び率）を下回る場合やその他要件を満たしていない場合に記入してください。

（注）１　協定締結の有無別に記入してください。

出　荷　先 年度計

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

　　　２　「指標」欄、「現状値」欄及び「目標値」欄は、事業計画の内容を記入してください。

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

協定の

有　無

出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先 出　荷　先

備考



２年目の報告 ３年目の報告 ４年目の報告 目標年度の報告

備考 指標

実施年度の報告 １年目の報告

事業主体名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度



（　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度） （　　　年度）

　　　２　新たに県内の加工事業者等と協定を締結し原木を供給している場合は、その協定書の写しを添付してください。



（注）１　補助事業により導入した機械の造材データ及び事業主体においてデータ活用に際し作成したデータは、記録媒体（ＣＤＲなど）により県に提出すること。

データの活用方法 具体的な活用内容・効果及び課題



例：原木の配送計画、日々の生産計画と実績の把握など
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第２　補助事業の要件(県要綱別表第１の事業区分のうち、３及び４の事業に該当）

　 　　「略」

第３　事業計画の作成

高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領

　１　事業計画書

　　(1) 事業計画書

　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１から４の事業を実施しようとする補助事業

　　　者の長は、別記第１号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業計

　　　画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。

　　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１又は２の補助事業者の長は、事業主体と十分

　　　な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等の意

　　　見を聴取したうえで提出するものとする。

　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、①及び②の資料を、２の事

　　　業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。

　　　①～②　「略」

第１　趣旨　「略」

第５　事業の実施

  １　「略」

　２　市町村以外の事業主体が締結する契約（高性能林業機械の導入）

第４　「略」

　　(2)～(3)　「略」

　２　「略」

　８　工期の延期

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び５については、県要綱第５条第１項第２号

　　　に規定する補助事業が予定の期間内に完了しない場合は、完成予定年月日の延期届出書

　　（別記第７号様式）（以下「工期延期届」という。）を所長に提出するものとする。

　　　　所長は、補助事業者から提出のあった工期延期届の内容を確認し、適当と認めたときは、

　　　補助事業者の長に受理通知（別記第８号様式）を行うものとする。



　９　「略」

　３～７　「略」

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長が事業

　　　を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに準じて

　　　適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)～(4)　「略」

第７　利用効果

　１～２　「略」

　２　「略」

第６　補助事業者及び県の事業実施上の指導監督と検査

　１　事業実施上の指導監督

　　　県要綱別表第１の事業区分１の補助事業者の長は事業主体から、所長は補助事業者の長か

　　ら必要に応じて事業の遂行状況を報告させて把握し、補助金等の交付の内容及びこれに付し

　　た条件に適合しない事項がある場合には速やかに必要な指示等を行い、事業の適切な実施を

　　図るものとする。
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　３　利用効果調査

　１　管理主体

　　(3) 利用計画等の見直し

　県要綱の別表第１の事業区分のうち３の事業のうち再造林を行うことを条件に事業を行っ

た場合は、再造林面積について、別記第13号様式により、再造林の完了した翌年度の５月

31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。

　県要綱の別表第１の事業区分のうち４の事業の場合は、指標及び別表第３の４（２）の

規定による県内に木材加工施設を有する事業者等への供給実績について、別記第13号様式

により当該補助事業の完了した翌年度から、３年間の実績を取りまとめ、翌年度の５月31

日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。



　　　「追加」

　４　施設の利用状況等の記録

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、転用制限

　　　期間又は処分制限期間内においては１に定める達成状況調査報告書及び２に定める利用効

　　　果調査表に準じて毎年度の利用状況を記録し、補助事業者の長及び県から求められたとき

　　　は速やかに提出できるよう保管するものとする。

　５　施設等の利用及び経営の改善

　　(1)～(2)　「略」

　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、施設の管理運営は、原則とし

　　て事業主体がこれを行うものとする。ただし、その施設の設置目的の承継及び達成が確保さ

　　れる場合に限り、原則として当該施設に係る実施（受益）地域に係る団体（当該施設におけ

　　る県の交付要綱で定められた事業主体の範囲にとどめ、かつ適当であると認められるもの。

　　以下「管理主体」という。）に、管理運営させることができる。この場合、事業計画協議書

　　等においてあらかじめ承認を受けているものを除き、事業主体の長は補助事業者の長に協議

　　することとし、協議を受けた補助事業者の長は、速やかに所長に届け出てその指示を受け、

　　所長は速やかにその内容等を知事に報告するものとする。

　２　管理運営方法

　　(1) 管理運営規程

　　　 県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体又は管理主体の長が

　　 定める施設の管理運営規程には、原則として次に掲げる事項を定めるものとする。

　　　ア～ケ　「略」

　　　①利用計画見直し

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、設置時の

　　　環境が変化したこと等により施設の設置目的が薄れたときには、遊休施設として放置せず、

　　　施設の有効利用が図られるように検討し、事前に利用計画及び利用目的の変更等を行うも

　　　のとする。



　　　②変更利用計画（利用及び生産・加工内容）の申請

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、変更利用

　　　計画とその計画基礎、収支計画、施設ごとの使用計画等の参考資料を整理し、別記第14号

　　　様式により補助事業者の長に協議し、補助事業者の長は内容を検討の上、所長に提出する

　　　ものとする。

　　　　所長は、速やかに内容を検討の上、知事に報告するものとする。



第８　施設の管理運営

　　(2) 表示

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体又は管理主体の長

      は、補助事業により導入した施設の管理を円滑にするため、個々の機械及び建物等の施設

      の見やすい位置に事業年度、事業名、事業主体名を適当な大きさで表示するものとする。


image11.emf
　　「追加」

　　(1) 事業主体の届出

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、補助事業

      によって取得した施設の移転、更新又は主要機能の変更を伴う増築、改築、模様替え等を

　　　しようとするときは、その１カ月前までに増改築等の届（別記第15号様式）を補助事業者

　　　の長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　(2) 　「略」

　４　譲渡等に伴う手続

　　(1) 事業主体の処分承認申請

    (3) 利用状況の記録

　　　　県要綱別紙第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体又は管理主体の長

      は、運転日誌、利用記録簿等を整備し、施設の利用状況を適切に記録するものとする。

　３　増改築等に伴う手続

附　　則　　「略」

第９　「略」

　５　「略」

　県要綱別紙第１の事業区分のうち１の事業の場合は、転用制限期間又は処分制限期間内

において、補助事業によって取得又は効果の増加した財産を、補助金等の目的に反して使

用、譲渡、交換、若しくは貸し付け又は担保に供しようとするときは、事業主体の長は、

補助金等に係る財産処分について（平成20年11月28日付け20高財政第210号副知事通知）

の別紙第２による財産処分承認申請書に、次の書類を添付し、補助事業者の長に申請する

ものとする。

　　　ア～キ　「略」

　　(2)～(4)　「略」
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第１号様式

第　　　号　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２については、別紙１－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

県要綱別表第１の事業区分のうち４については、別紙１－３

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１の規定に基づき、事業計画書を

提出します。
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別紙１－１－１

第２　事業実施主体別事業計画

　１．事業の概要　　「略」

　２．個別指標

現状値

指標 導入年度 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 目標年度

（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）

生産量（m3）

生産性（m3/人日）

（注）１　「目標」欄は、別表第３の事業区分１の場合は「安定供給体制の整備推進」、２の場合は「林業経営体の育成」を記入してください。

　４．販売計画 (単位：ｍ3）

協定の

有　無

（注）１～２　「略」

　　　３　原木安定供給協定を締結している場合は、協定書（写）を添えてください。

　　　４　「略」

「追加」

備　考



　３．事業計画　　「略」

　　　５　素材生産量若しくは素材生産性等の目標が原則として県の目標値以上又は目標値の伸び率以上となるように計画しその伸び率又は増加

　　　　量等を備考欄へ記載してください。

素材生産の実績 素材生産の計画

計

　　　２～４　　「略」



（　年度） （　年度） （　年度） （　年度）



販　売　先

実績（直近）

計　　　画

導入年度 初年度 目標年度



計



事業実施主体

目標 備考

（　年度）（　年度）（　年度） 3カ年平均
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第11号様式

　(1) -1～(1) -2　「略」

(2)　収支実績 （単位：円）

収　　　入

支　　　出

収　支　差

収入のう

ち公的資

金等

　　「追加」

　(3) 「略」

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

報告年度

運　　用

開始年度

1年目

（平成○年度）

2

年目

（平成○年度）

3

年目

（平成○年度）

4

年目

（平成○年度）

目

標年度

（平成○年度）

メニュー 事業実施主体

工種又は

施設区分

設置年度 項目 目　標　値 備　考

高性能林業

機械の導入
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第13号様式

第　　　　　　号　

年　   月 　  日　

　高知県○○林業（振興）事務所長　様

補助事業者名                　

※県要綱別表第1の事業区分のうち３（再造林を行う場合）については別記13-1

　県要綱別表第1の事業区分のうち４については別記13-2

　　　「追加」

　及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る利用効果調査報告書

　高知県高性能林業機械等整備事業費補助金事務取扱要領第７の３の規定により、別紙の

とおり報告します。
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第２　補助事業の要件(県要綱別表第１の事業区分のうち、３から５の事業に該当）

　１～２　「略」

　９　「略」

第６　補助事業者及び県の事業実施上の指導監督と検査

　１　事業実施上の指導監督

　　　補助事業者の長は事業主体から、所長は補助事業者の長から必要に応じて事業の遂行状況

　　を報告させて把握し、補助金等の交付の内容及びこれに付した条件に適合しない事項がある

　　場合には速やかに必要な指示等を行い、事業の適切な実施を図るものとする。

　２　「略」

第７　利用効果

第４　「略」

第５　事業の実施

  １　「略」

　２　市町村以外の事業主体が締結する契約（高性能林業機械及びデータ活用型造材機械の導入）

　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び６の事業の場合は、市町村以外の事業主体の長

　　　が事業を実施するために締結する契約については、地方自治体が行う契約手続の取扱いに

　　　準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守するものとする。

    (1)～(4)　「略」

　３～７　「略」

　８　工期の延期

　　　　県要綱第５条第１項第２号に規定する補助事業が予定の期間内に完了しない場合は、完

　　　成予定年月日の延期届出書（別記第７号様式）（以下「工期延期届」という。）を所長に

　　　提出するものとする。ただし、県要綱別表第１の事業区分３は除く。

　　　　所長は、補助事業者から提出のあった工期延期届の内容を確認し、適当と認めたときは、

　　　補助事業者の長に受理通知（別記第８号様式）を行うものとする。



　　(1) 事業計画書

　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１から５の事業を実施しようとする補助事業

　　　者の長は、別記第１号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業計

　　　画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。

　　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１、２又は５の補助事業者の長は、事業主体と

　　　十分な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等

　　　の意見を聴取したうえで提出するものとする。

　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１又は５の事業の場合は、①及び②の資料を、

　　　２の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。

　　　①～②　　「略」

　　(2)～(3)　　「略」

　２　「略」

第１　「略」

　 　　「略」



第３　事業計画の作成

　１　事業計画書

高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領（案）
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　　　 事業主体又は管理主体の長が定める施設の管理運営規程には、原則として次に掲げる事項

　　 を定めるものとする。

　　　ア～ケ　「略」

　　(2) 表示

　　　　事業主体又は管理主体の長は、補助事業により導入した施設の管理を円滑にするため、

　　　個々の機械及び建物等の施設の見やすい位置に事業年度、事業名、事業主体名を適当な

　　　大きさで表示するものとする。

　　　　事業主体の長は、施設の変更利用計画とその計画基礎、収支計画、施設ごとの使用計画

　　　等の参考資料を整理し、別記第14号様式により補助事業者の長に協議し、補助事業者の長

　　　は内容を検討の上、所長に提出するものとする。

　　　　所長は、速やかに内容を検討の上、知事に報告するものとする。

第８　施設の管理運営

　１　管理主体

　　　施設の管理運営は、原則として事業主体がこれを行うものとする。ただし、その施設の設

　　置目的の承継及び達成が確保される場合に限り、原則として当該施設に係る実施（受益）地

　　域に係る団体（当該施設における県の交付要綱で定められた事業主体の範囲にとどめ、かつ

　　適当であると認められるもの。以下「管理主体」という。）に、管理運営させることができ

　　る。この場合、事業計画協議書等においてあらかじめ承認を受けているものを除き、事業主

　　体の長は補助事業者の長に協議することとし、協議を受けた補助事業者の長は、速やかに所

　　長に届け出てその指示を受け、所長は速やかにその内容等を知事に報告するものとする。

　２　管理運営方法

　　(1) 管理運営規程

　５　施設等の利用及び経営の改善

　　(1)～(2)　「略」

　　(3) 利用計画等の見直し

　　　①利用計画見直し

　　　　事業主体の長は、設置時の環境が変化したこと等により施設の設置目的が薄れたときに

　　　は、遊休施設として放置せず、施設の有効利用が図られるように検討し、事前に利用計画

　　　及び利用目的の変更等を行うものとする。



　　　②変更利用計画（利用及び生産・加工内容）の申請

　３　利用効果調査

　県要綱の別表第１の事業区分のうち３の事業のうち再造林を行うことを条件に事業を行っ

た場合は、再造林面積について、別記第13号様式により、再造林の完了した翌年度の５月

31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。

　県要綱の別表第１の事業区分のうち４の事業の場合は、指標及び別表第３の４（２）の

規定による県内に木材加工施設を有する事業者等への供給実績について、別記第13号様式

により当該補助事業の完了した翌年度から、３年間の実績を取りまとめ、翌年度の５月31

日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。

　４　施設の利用状況等の記録

　　　　県要綱第５条の１の（４）に該当する施設を導入した事業主体の長は、転用制限期間又

　　　は処分制限期間内においては１に定める達成状況調査報告書及び２に定める利用効果調査

　　　表に準じて毎年度の利用状況を記録し、補助事業者の長及び県から求められたときは速や

　　　かに提出できるよう保管するものとする。

　県要綱の別表第１の事業区分のうち５の事業の場合は、指標及び別表第３の５（３）の

規定による県内の加工事業者等と協定を締結した事業者等への供給実績について、別記第

13号様式により当該補助事業の完了した翌年度から、５年間の実績を取りまとめ、翌年度

の５月31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。
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附　　則

 

　　　　事業主体又は管理主体の長は、補助事業により導入した施設の管理を円滑にするため、　　　個々の機械及び建物等の施設の見やすい位置に事業年度、事業名、事業主体名を適当な　　　大きさで表示するものとする。

    (3) 利用状況の記録

　　　　事業主体又は管理主体の長は、運転日誌、利用記録簿等を整備し、施設の利用状況を

　　　適切に記録するものとする。

　３　増改築等に伴う手続

　　(1) 事業主体の届出

　　　　事業主体の長は、補助事業によって取得した施設の移転、更新又は主要機能の変更を伴

　　　う増築、改築、模様替え等をしようとするときは、その１カ月前までに増改築等の届（別

　　　記第15号様式）を補助事業者の長に提出し、その指示を受けるものとする。

　　(2)　「略」

　４　譲渡等に伴う手続

　　(1) 事業主体の処分承認申請

　転用制限期間又は処分制限期間内において、補助事業によって取得又は効果の増加した

財産を、補助金等の目的に反して使用、譲渡、交換、若しくは貸し付け又は担保に供しよ

うとするときは、事業主体の長は、補助金等に係る財産処分について（平成20年11月28日

付け20高財政第210号副知事通知）の別紙第２による財産処分承認申請書に、次の書類を添

付し、補助事業者の長に申請するものとする。

　　　ア～キ　「略」

　　(2)～(4)　「略」

　５　「略」

第９　「略」

附　　則　　「略」

　１　この要領は、令和３年７月８日から施行する。
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第１号様式

第　　　号　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び５については、別紙１－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

県要綱別表第１の事業区分のうち４については、別紙１－３

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３の１の規定に基づき、事業計画書を

提出します。


